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IFRS導入による企業結合の会計処理への影響

－のれんを中心に－
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Abstract

This paper studies goodwill in the area of accounting for business

combination. First, the paper investigates the influences of IFRS on

business combinations, specifically, the influences of goodwill. Then,

the paper analyses the accounting standards of goodwill in different

countries. Last, the paper undertakes an empirical test on the influences

of IFRS on financial statements based upon corporate data. The main

finding of the paper is that the application of IFRS transforms goodwill

into assets, which positively affects the performance of corporations.

Keywords: Business combination, IFRS, Goodwill

はじめに

近年，グローバル経済の発展に伴い，情報の非対称性を緩和し，投資家に

よる企業成果の予測と企業価値の予測に役立つような信頼性と有用性を備え

た企業の財務状況を開示するために，世界共通の尺度となる単一の会計基準

が求められている。このニーズを満たすため，国際財務報告基準（IFRS：

International Financial Reporting Standards）が，国際会計基準審議会

（IASB：International Accounting Standards Board）によって設定された。

IFRSを導入すると，各国企業の財務状況を，同じ会計基準のもとで比較す

ることが可能になる。

近年，グローバル企業間の企業結合が，重要な戦略の１つとして各国で注

目されている。例えば，国内市場の縮小に直面している日本および経済が急

成長している中国は，海外市場での競争力の強化と国内市場の拡大のために，

積極的にグローバル企業との企業結合を推進している。このような状況下に

おいては，企業結合にかかわる情報開示が極めて重要となる。したがって，

まだ従来の各国の会計基準を採用している日本1と中国2の企業にとって，

１ 2009年６月に日本企業会計審議会は「我が国における国際会計基準の取扱いに関する

意見書（中間報告）」を公表した。これを踏まえ，2009年12月に関係内閣府令が改正され，

2010年３月期から，IFRSに準拠して作成した連結財務諸表を金融商品取引法の規定によ
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IFRSが導入されることに伴い，企業結合の会計処理において，どのような

変更があるのか，どのような影響を及ぼすのかを考える必要がある。

本稿では，IFRSおよび日本，中国，アメリカの会計基準における企業結

合の会計処理の相違点の中で，特にのれんの会計処理に焦点をあてて検討す

る。具体的には，IFRS導入により，どのような影響がのれんの会計処理へ

及ぶかを分析することが本稿の目的であり，次節以降，以下の順序で考察す

ることとする。まず，第１節では，IFRS導入による企業結合会計処理に関

する主な変更点を明らかにし，各国の会計基準における企業結合会計処理の

最も重視されるのれんの会計処理方法について記述する。第２節では，具体

的な企業データに基づいて，IFRS導入に伴うのれん会計処理方法の変更に

よる，企業財務諸表への影響を分析する。第３節では，以上の影響を及ぼす

要因を考察する。

１．IFRS導入による企業結合会計処理の変更

本節では，IFRS導入による企業結合会計処理に関する主な変更点を明ら

かにしたうえで，各基準における企業結合会計処理の最も重視されるのれん

の処理方法についてまとめて説明する。

1.1 IFRS導入による企業結合会計処理に関する主な変更点

ここでは，日本の企業会計基準委員会が公表した「企業会計基準第21号－

企業結合に関する会計基準」（以下「第21号」），「企業会計基準第22号－連結

財務諸表に関する会計基準」（以下「第22号」）と，米国の“Statement of

る連結財務諸表として提出することが認められた。当該時期から最初の任意適用企業に
よる提出があった。2012年７月に７社，2013年６月に20社，2014年６月に44社，2015年
12月末に71社が IFRS適用済みとなっている。
２ 2006年２月に中国政府財政部から新企業会計準則が公表され，新準則の制定には多く
の点で当時の IFRSと共通の考え方が導入された。新準則はすべての中国国内の上場会
社に2007年１月から適用が義務付けられた。上海証券取引所（861社）と深 証券取引所
（709社）に上場されている企業合計1,570社が，2008年４月までに新準則に準拠した年
度末財務諸表を提出しました。
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Financial Accounting Standards（以下 SFAS）No.141－Business Combina-

tions”（以下「第141号」），中国の「企業会計準則第20号－企業結合」（以下

「第20号」），「企業会計準則第33号－連結財務諸表」（以下「第33号」）及び

“International Financial Reporting Standards No.3－Business Combina-

tions”（以下「第３号」）の各基準における企業結合会計処理の相違点，言

い換えれば，IFRS導入により生じる企業結合会計処理に関する主な変更点

をまとめる。以下の表1-1，1-2，1-3がそれである。これらによって，各基

表1-1 各基準における企業結合の定義の比較

基準
項目

日本基準 米国基準 中国基準 IFRS

根 拠
「第21号」
第５項

「第141号」
par.805-10-20

「第20号」
第２条

「第３号」
付録Ａ

企業結合の
定義

ある企業またはあ
る企業を構成する
事業と他の企業を
構成する事業が１
つの報告単位に統
合されることをい
う。

取得企業が１つ以
上の事業の支配を
獲得する「１つの
取引またはその他
の事象」である。

２つ又は２つ以上
の独立する企業を
１つの報告単位に
合併する取引また
は事象をいう。

取得企業が１つ又
は複数の事業に対
する支配を獲得す
る取引又はその他
の事象である。

（筆者作成）

表1-2 各基準における適用範囲の比較

基準
項目

日本基準 米国基準 中国基準 IFRS

根 拠
「第21号」
第３項

「第141号」
par.805-10-15-4

「第20号」
第２条，第４条

「第３号」
第２項

適用範囲

企業結合に該当す
る取引には，共同
支配企業の形成及
び共通支配下の取
引も含めて本会計
基準を適用する。

ジョイント・ベン
チャーの形成，事
業の形成しない資
産の取得，共通支
配下での「事業体
又は事業のみ」を
含む結合と，非営
利組織の結合，非
営利組織による営
利組織の取得は適
用されていない。

共通支配下と非共
通支配下の企業結
合を含む。両方又
は両方以上による
共同支配の企業結
合と，所有権の転
換による企業を合
併する方式ではな
くて，ただ契約に
よる企業を合併す
る場合，本基準に
適用しない。

共通支配の取決め
自体の財務諸表に
おける共同支配の
取決めの形成の会
計処理，事業を構
成しない資産また
は資産グループの
取得と，共通支配
下の企業又は事業
の結合は本基準に
適用されていな
い。

相違点
共同支配及び
共通支配下

共同支配のみ
共同支配及び
共通支配下

共同支配のみ

（筆者作成）
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表1-3 各基準における企業結合の会計の比較

基準
項目

日本基準 米国基準 中国基準 IFRS

根拠
「第21号」
第17項

「第141号」
par.805-10-25-1

「第20号」
第15条

「第３号」
第４項

取得の会計
処理

共同支配企業の形
成及び共通支配下
の取引以外の企業
結合は取得とな
る。また，この場
合にパーチェス法
が適用される。

すべての企業結合
は，「取得法」を
適用して会計処理
しなければならな
い。

企業を取得する場
合に，パーチェス
法が適用される。

取得法を適用して
各企業結合を会計
処理する。

相違点 パーチェス法 取得法 パーチェス法 取得法
（筆者作成）

準における企業結合の定義，基準の適用範囲，取得の会計処理及びのれんの

取扱いを比較することができる。

1.2 のれんの処理について

日本では，「第21号」によると，のれんとは，被取得企業又は取得した事

業の取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を超過す

る額と定義されている（「第21号」第31項）。一方，のれんの償却については，

20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって，定額法その他の合理的な方法に

より規則的に償却すると規定されている（「第21号」第32項）。ただし，のれ

んの金額に重要性が乏しい場合には，当該のれんが生じた事業年度の費用と

して処理することができる。日本の「企業結合に関する会計基準」は，規則

的な償却を行うという償却説を採っており，「固定資産の減損に係る会計基

準」に従って減損処理で補完するという仕組みになっている。

米国基準において，のれんは，「第141号」において定義されている。具体

的には，企業結合の際に，公正価値で測定される譲渡した対価，被取得企業

の非支配持分の公正価値と，段階的な取得による企業結合における取得企業

の被取得企業への持分投資の取得日の公正価値の合計額が測定された識別可

能な取得資産と引受け負債の取得日の純額を超過する部分がのれんであると
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されている（par.141－805-30-25-1,par.30-1）。取得企業は，取得日にのれ

んを認識しなければならない（par.141－805-30）。この他，“SFAS No.142

－Goodwill and Other Intangible Assets”（以下「第142号」）においても，

のれんは取得企業の取得原価が，取得資産と引き受け負債の純額を超過する

金額であると規定されている（par.142－350-20-20）。一方，のれんの償却

については，「第142号」によれば，のれんは償却されず，毎年，減損テスト

を行うとされている（par.142－350-20-35-1）。ただし，特定の事象発生や

環境変化により，報告単位の公正価値が帳簿価額を下回っている可能性が50

％を超える場合には，毎期実施する定期的な年次の減損テスト以外の時にも

実施する必要がある（par.142－350-20-35-30）。年次の減損テストの実施時

期は，毎年同時期に実施する限り，いつ実施しても構わないとされている。

中国基準では，「第20号」及び「企業会計準則第８号－資産減価」（以下

「第８号」）において定められている。まず，のれんの定義について，「第20

号」第14条によると，被買収企業の資産，負債及び純資産を確認し，取得企

業は，取得金額と被取得企業の純資産の公允価値（日本語の「公正価値」に

相当する）との差額をのれんとして認識する。一方，企業結合により生じた

のれんについては，少なくとも毎年終了時に，関連する資産もしくは資産グ

ループごとに，減損テストが行われる（「第８号」第23条）。企業は資産の減

損テストを行う際に，企業結合により生じたのれんの帳簿価額について，取

得日から合理的に関連する資産グループに分配される（「第８号」第24条）。

のれんの帳簿価額を関連資産に配分する際に，該当資産の公允価値は総資産

の公允価値に占めた割合により配分する。資産の減損テストを行う際に，ま

ず，のれんを含まない資産の減損テストを行う（「第８号」第25条）。その回

収可能金額を計算し，帳簿価額と比較して減損損失を確認する。その後，の

れんの減損テストを行って，帳簿価額と回収可能金額を比較する。回収可能

金額は帳簿価額より低い場合に，のれんの減損損失を確認する（「第８号」

第25条）。
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IFRSにおいて，のれんは「第３号」において定められている。企業結合

を行う際には，取得企業は，「第３号」に従って測定された移転された対価，

被取得企業のすべての非支配持分の金額と，段階的に達成される企業結合の

取得企業が以前に保有していた被取得企業の資本持分の取得日公正価値の合

計額が取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日における正味の

金額を超過する額を，さらに顧客名簿，ブランド価値，フランチャイズ契約，

ソフトウェアなどの無形資産に分配し，最後に残った部分がのれんとされて

いる（「第３号」第32項）。取得企業は，その超過額を測定し，取得日時点で

のれんの認識をしなければならない（「第３号」第32項）。ただし，IFRSに

おいても，のれんの償却は認められず，毎年，減損テストが行われる。減損

テストは，毎年及び当該単位が減損している可能性を示す兆候がある場合に

は，いつでも，当該単位の帳簿価額と回収可能価額とを比較することにより

減損の判定を行う（「第36号」第90項）。当該単位の回収可能価額が帳簿価額

を上回っている場合には，当該単位及び当該単位に配分したのれんは減損し

ていないものとみなす。当該単位の帳簿価額が回収可能価額を上回っている

場合には，企業は，「第３号」第104項に従って減損損失を認識しなければな

らない（「第36号」第90項）。しかし，のれんについて過去の認識された減損

損失は以降に期間に戻入れてはならない（IAS 36.124）。

２．日本企業と中国企業の IFRS導入前後のデータ分析

本節では，具体的な企業データに基づいて，IFRS導入に伴うのれん処理

方法の変更による，企業財務諸表への影響を分析する。日本企業18社と中国

企業22社を研究対象とする。なお，金融業（銀行と保険会社）は，のれんに

関する財務データをほとんど公表していないので，本節での研究対象から除

外した。本論文は研究対象となるサンプル企業は40社である。具体的な各社

の連結財務諸表の比較は，表2-1，2-2，2-3のとおりである。
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表
2-
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本
対
象
企
業
デ
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（
筆
者
作
成
）
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表
2-
2：
日
本
対
象
企
業
デ
ー
タ

（
筆
者
作
成
）
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表2-3：中国対象企業データ

（筆者作成）
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2.1 日本基準から IFRSへ移行した企業

IFRS変更前の日本基準に基づくデータと比べると，IFRS変更後にのれ

ん額が増加した企業は15社（データを入手できる企業の100％）であった。

同じく，のれんの減損損失はのれん償却額より少ない企業は13社（同86.7％）

であった。純資産が増加した企業は９社（同56.3％）であった。利益剰余金

が増加した企業は４社（同26.7％）であった。１株当たり当期純利益が増加

した企業は11社（同68.8％）であった。のれん額について，IFRS導入年に，

IFRSを導入する前と比べて，IFRSを導入した後のれん額が増加した企業

は１社（データを入手できる企業の14.3％）で，翌年にのれん額が増加した

企業は２社（同100％）で，２年連続増加した企業は１社（同50％）であっ

た。同じく，IFRS導入年に純資産が増加した企業は６社（同75％）で，翌

年に純資産が増加した企業は２社（同100％）で，２年連続増加した企業は

１社（同50％）であった。IFRS導入年に株価が増加した企業は３社（同33.3

％）で，翌年に株価が増加した企業は１社（同50％）で，２年連続増加した

企業は１社（同50％）であった。

2.2 米国基準から IFRSへ移行した企業

IFRSに基づき計算したのれん額とのれんの減損損失に関するデータを入

手できなかったため，のれん額に関する比較はできない。他に，純資産が増

加した企業は２社（データを入手できる企業の100％）であった。利益剰余

金が増加した企業は１社（同50％）であった。１株当たり当期純利益が増加

した企業は１社（同50％）であった。

のれん額について，IFRS導入年に，IFRSを導入する前と比べて，IFRS

を導入した後のれん額が増加した企業は１社（データを入手できる企業の

100％）で，翌年にのれん額が増加した企業は０社（同０％）で，２年連続

増加した企業は０社（同０％）であった。同じく，IFRS導入年に純資産が

増加した企業は１社（同100％）で，翌年に純資産が増加した企業は０社
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（同０％）で，２年連続増加した企業は０社（同０％）であった。IFRS導

入年に株価が増加した企業は０社（同０％）で，翌年に株価が増加した企業

は０社（同０％）で，２年連続増加した企業は０社（同０％）であった。

2.3 中国基準から IFRSへ移行した企業

のれん額について，IFRS導入年に，IFRSを導入する前と比べて，IFRS

を導入した後のれん額が増加した企業は16社（データを入手できる会社の

88.9％）で，翌年にのれん額が増加した企業は19社（同100％）で，２年連

続増加した企業は16社（同88.9％）であった。同じく，IFRS導入年に純資

産が増加した企業は19社（同86.4％）で，翌年に純資産が増加した企業は22

社（同100％）で，２年連続増加した企業は19社（同86.4％）であった。

IFRS導入年に株価が増加した企業は13社（同86.7％）で，翌年に株価が増

加した企業は11社（同57.9％）で，２年連続増加した企業は８社（同57.1％）

であった。

３．IFRS導入が影響を及ぼす要因

3.1 のれん額が増加した要因

のれんの定義から見れば，IFRSを導入すると，企業ののれん額が減少す

るはずである。なぜなら，IFRS「第３号」第32項によれば，のれんが従来

の定義からさらに顧客名簿，ブランド価値，フランチャイズ契約，ソフトウ

ェアなどの無形資産に分配し，最後に残った部分がのれんとされていること

である。しかし，具体的なデータを見れば，各企業は従来の会計基準と比べ

て，IFRSによる計算したのれん額がある程度増加する傾向がある。のれん

額が減少せず，逆に増加した理由としては，以下のことが考えられる。

3.1.1 「購入のれん」であるか「全部のれん」であるか

日本の「第22号」の第20項，第52項，第60項によれば，日本の会計基準に
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おいては，少数株主持分に相当する部分について，支配獲得日における子会

社の識別可能純資産の公正価値のうち，少数株主持分割合の金額で算定する

方法のみが認められる。すなわち，日本基準では，のれんの取得原価は，取

得した資産及び引き受けた負債に配分された純額に対する持分相当額を超過

する額として算定され，少数株主持分はのれんの測定に含めないことになる。

向（2008）によれば，このようなのれんの認識方法は「購入のれん」という。

一方，中国の「第33号」の第16条によれば，子会社の所有者権益の中，親

会社に属さない部分は「少数株主権益」として，連結財務諸表に「少数株主

権益」の項目を独立に表示する。その理由は，中国の会計基準も日本の従来

の会計基準と同じように，のれんの認識について，少数株主持分のれんを含

めない「購入のれん」しか認識しないからである。

これに対して，IFRS「第３号」では，非支配持分（日本基準の少数株主

持分に相当する）の測定について，「購入のれん」のほかに，「全部のれん」

という方法も認められている（向，(2008)）。非支配持分も含めた被取得企

業全体を公正価値により測定し，のれんは非支配持分に帰属する部分も含め

て認識する（psrB44）。すなわち，IFRSにおいては，非支配持分も含めて

全部のれんが認識し，計上されるのである。

以上のように，IFRSを導入すると，従来の「購入のれん」から「全部の

れん」の方式に転換することが必要となる。したがって，のれんに，「非支

配持分のれん」も含めて認識することが，のれん額の増加する理由だと考え

られる。

3.1.2 企業結合件数の増加

時系列のデータから見ると，企業は IFRSを導入してから，毎年ののれん

も増加する傾向がある。この理由は，企業結合件数の増加によるのれん額の

増加にあると考えられる。企業は IFRSの導入によって，海外の IFRSを導

入した企業との財務情報の比較が可能となり，海外企業との企業結合が容易

になるため，企業結合件数，金額も増加する傾向がある。したがって，企業
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結合による発生するのれん額も増加する可能性が高い。このように，IFRS

の導入による影響として，企業結合件数が増加し，企業結合による発生する

のれん額も増加することになるものと予想される。

3.1.3 のれんの減損処理

日本企業では，IFRSに基づき計算した減損損失は，ほとんどゼロで，の

れん償却費はなくなり，償却相当の金額はのれん額の残高に残るようになっ

た。このように，企業は，IFRSを導入すると，のれんを償却する必要がな

くなり，その代わりに，減損テストによる減損処理を行う。したがって，毎

年，高い償却費を計上する必要がなくなり，その分はのれんの残高として維

持され，従来よりものれん額が多くなる。

3.2 のれん償却額もしくは減損損失が減少した要因

企業は，これまで，従来の日本基準に基づき，のれんの償却費を定額法に

基づいて計算していた。これに対して，IFRSによると，「のれん償却費」

という項目がなくなり，代わりに「のれん減損損失」という項目が計上され

る。さらに，のれん償却額が発生していたにもかかわらず，減損損失の金額

がほとんどゼロであった。以下では，償却から減損へ転換する要因を分析す

る。

のれんの処理において，償却するのか減損するのかということが，企業の

財務諸表や企業の業績に与える影響は大きいことが分かる。日本の会計基準

においては，のれんは定額法による規則的な償却を行うのに対して，IFRS

においては，のれんを減損テストに基づく減損処理を行う。これら二つの基

準が，異なる方法でのれんを処理する理由は，各基準のそれぞれの特徴に由

来する。

桑木（2006）によれば，日本基準においては，企業結合を金融投資と考え

ることから，のれんを費用化し，のれんを「その効果の及ぶ期間にわたり規

則的な償却を行う」方法とする。このような償却方法を採用する理由は，日
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本の会計が「費用収益対応の原則」に忠実に従っているからである。つまり，

企業を買収し超過収益力が20年にわたって獲得できるのなら，買収コストの

一部であるのれんも20年にわたり償却する。またのれんの価値を減少させる

のは，超過収益力が永続することはあり得ないという立場を採っている（槙

山，2014）ためである。

これに対して，IFRSの特徴の１つは「資産負債重視」ということで，

「将来の経済的便益」提供能力という観点から会計処理方法を設定している

ことに由来する。桑木（2006）によれば，IFRSにおいては，企業結合を，

事業投資と考えることから，のれんを資産化し，「規則的な償却を行わず，

のれんの価値が損なわれた時に減損処理を行う」方法とする。槙山（2014）

によれば，償却期間に合理的な根拠がないこと，のれん価値は減らず，一般

的に将来の経済的便益を提供すること，価値がなくなれば減損処理をすれば

よいという見解が，IFRSにおけるのれんを償却しない理由である。

これらの観点から考えると，のれんを「費用化」するのか「資産化」する

のかということが，のれんの償却を行うか減損するかの根本的な要因である。

４．今後の研究

のれんは企業の無形資産の一つとして，企業の価値評価への影響を重視し

なければならない。なぜなら，のれんの定義から見ると，のれんは「超過収

益力」であって，企業結合の後，買収企業の業績が良くなるはずである。し

かし，実践の中で，企業は買収後の業績が悪化していくことも見られている。

このように，のれんの定義と実務上の効果が相違になってしまう。会計基準

に定めたのれん対価の認識，減損処理は，他の影響を及ぼす要因が存在して

いるかに疑問視される。

先行研究によると，のれんの対価について，買収・合併される企業の自己

資本の価値を評価する方法には主に三つのアプローチ（純資産法，収益還元
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法，株式時価法）が存在している。各アプローチがのれんの対価に影響があ

ると予想されている。

一方，のれんの減損処理にも，物理的理由，経済的環境の要因の外に，管

理者報告動機及び経営者の意思決定などの要因がある。これらの要因がのれ

ん対価に影響を及ぼして，その結果，企業の収益性にも影響を与えると予想

される。

また，現在日本では，IFRSを導入する企業が増加傾向にあるので，日本

の本来の会計基準と IFRSはのれんの対価の認識と減損処理に関する規制が

異なることの影響も考慮する必要がある。

以上の背景を踏まえて，今後の研究では超過収益力および買収される企業

の価値評価の側面から，対象企業の実証分析を行うことが重要になると考え

る。その側面から，のれんの対価，減損処理の認識・測定への影響要因を明

らかにし，それらが企業の収益性に与える影響との関連性を考察すべきこと

が別稿に譲りたい。

おわりに

本稿では，IFRS導入による企業結合会計処理に関する，企業結合の定義，

基準の適用範囲，取得の会計処理，非支配持分及びのれんの取扱いに関する

変更点を明らかにした。そして，各基準におけるのれんの定義，認識時期，

償却と減損について詳しく述べたうえで，具体的な日中企業の財務データに

基づき，IFRS導入に伴うのれん処理方法の変更による影響を分析した。さ

らに，これらの影響を及ぼす要因について考察した。

のれんの定義から見ると，IFRSが導入されるとのれん額が減少するはず

である。しかし，各企業のデータから見れば，のれん額が減少せず，逆に，

ある程度増加する傾向がある。その理由は，「のれんの認識基準の相違」，

「企業結合件数の増加」と「のれん償却方式の変更」だと考えられる。また，
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のれん償却額もしくはのれん減損損失の減少の要因は，のれんを「費用化」

するのか「資産化」するのかということだろう。のれんが無形資産となって，

純資産（利益剰余金），１株当たり当期純利益（株価）の増加はのれん額の

増加，のれんの償却もしくは減損と深い係わりがある。のれんは企業結合に

おいて，非償却資産として償却の負担が軽く，財務諸表上のその評価額の表

示は企業実態から乖離している恐れがあると考える。また，のれんの減損処

理について，経営者の裁量・判断に影響され，財務諸表による会計情報の信

頼性を低下させる恐れがあると考えられる。

以上のことから見ると，これから IFRSを導入する予定のある企業にとっ

ては，IFRS導入によるのれんの認識基準の変更，のれんの減損方式及ぶ減

損処理方法を十分に注意しながら，意思決定をする必要があるといえる。

なお，本稿では，日本企業では IFRSを任意適用で導入していることと，

導入した企業の数が少ないため，IFRS導入後のデータを十分にとることが

できなかった。また，中国企業は情報開示が不十分で，ある項目のデータを

入手できなかった。このため，今後の研究で，企業データの収集を工夫し，

さらに充実したデータを収集したうえで IFRS導入による企業結合の会計処

理への影響を検討していきたい。
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